
全国各地区の公共・公益事業者共通の用地取得の課題に対応するため、
各地区用対連の全国協議会として昭和４４年７月に発足した全国用対連は、
令和元年に創立５０周年を迎えたことから記念事業が実施されました。

◇ 日にち ： 令和元年１０月３日（木）
◇ 場 所 ： 四谷区民ホール（東京都新宿区）
◇ 参加者 ： ３０６名

開会挨拶
国土交通省関東地方整備局副局長

岡 哲生氏

岡副局長は「近年、いわゆる所有者不明土地の問題が大き

な注目を集めているところであり、用地取得に係わる制度が大
きく変わろうとしている状況にあって、事業者間の連携を図り、
ノウハウや情報を共有することが、ますます重要となっている」
とし、「今後も全国用対連が果たす役割は非常に大きいものが
ある。次の５０年に向けた活動の継続と充実に対する決意を新
たにする次第であります。」とあいさつしました。

国土交通省土地・建設産業局次長

鳩山 正仁氏

記念式典では、中央用対連、開催地を代表して、国土交通省の鳩山正仁土地・建設産業局次長、

東京都の三浦隆建設局長から祝辞をいただきました。

東京都建設局長

三浦 隆氏



公共用地取得・損失補償における新制度への対応・新制度の活用
－ 配偶者居住権創設への対応、

所有者不明土地利用円滑化特措法の活用

弁護士

千葉 俊之氏

弁護士の千葉俊之氏から、配偶者居住権の創設・所有者不
明土地利用円滑化特措法の施行を迎え、公共用地取得・損失
補償における新たな権利の創設とそれへの対応・新たな制度
の活用について、講演が行われました。

５０年を振り返って

国土交通省関東地方整備局用地部長

髙橋 正史氏

髙橋用地部長は５０年間の公共用地取得に関する施策の動

向も見ながら、全国用対連のこれまでの歩みについて報告し、
「全国用対連においては、今後とも、用地取得ノウハウの共有、
現場の課題を踏まえた制度改善の調査研究、要望とともに、
新たな施策の普及促進等にも取り組んでまいりたい。」と述べ
ました。

全国用対連では、昭和４４年の設立当初から研究発表会を実施し、用地取得のノウハウの共有を

図ってきました。令和元年度は、近畿地区および関東地区より事例発表が行われました。

事例発表①

大規模工場の大型車両出入口が支障になった物件補償について
大阪府都市整備部用地課企画・補償グループ主査

西村 洋二郎氏

事例発表②

国土交通省直轄事業と地籍調査の連携について
～公共事業連携・国土調査法19条5項～

国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課地籍調査係長

根岸 哲平氏

都市計画道路拡幅に伴い、工場敷地の一部が用地取得範囲と
なり、移転補償の対象となった工場敷地の複数の物件について、
周辺道路の車両交通に配慮しながら物件の再配置を行った事例。

公共事業に先行した地籍調査の実施または国土調査法第19条５
項指定制度を活用することにより地籍が明確化され、用地測量・取
得等の労力の軽減及び期間短縮効果が発揮される事例。
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